
宮崎県河川課

資料－３

河川課からの情報提供
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宮崎県河川課

資料－３

特定都市河川について

１ 気候変動と流域治水の関連性

２ 特定都市河川について
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2＜令和6年6月14日流域治水の実践に向けた九州ブロック会議資料より抜粋＞

気候変動と流域治水の関連性
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3＜令和6年10月22日第69回社会資本整備審議会河川分科会（資料１）より抜粋＞

気候変動と流域治水の関連性
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4

気候変動と流域治水の関連性

＜令和6年10月22日第69回社会資本整備審議会河川分科会（資料１）より抜粋＞
-23-



5

気候変動と流域治水の関連性

＜令和6年10月22日第69回社会資本整備審議会河川分科会（資料１）より抜粋＞
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6

 流域治水を効果的に進めていくためには、法的バックアップや財政支援が不可欠
 法的バックアップや財政支援の新規施策は、ほとんどが「特定都市河川」の指定を前提としたもの

となっている

 流域治水を実践していくためには、必須ではないが、ある程度「特定都市河川」の指定は視野に入
れておいた方がベター

「特定都市河川」の概要と受けられる法的バックアップ、財政的支援（新規施策）の紹介

特定都市河川ポータルサイト（国土交通省）

特定都市河川について
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7

特定都市河川について

＜特定都市河川パンフレットより抜粋＞
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8

特定都市河川について

特定都市河川の取組状況（令和7年1月28日時点）
（令和７年１月２８日時点）

特定都市河川浸水被害対策法の
平成16年5月施行以降、

30水系382河川 が指定済み

改正法の
令和3年11月改全面施行以降、

22水系318河川 が指定済み
 令和5年度の指定数は過去最多

指定済み 30水系382河川

法改正後 22水系318河川

R5年度 13水系159河川

R4年度 4水系 86河川

R3年度 1水系 18河川

法改正前 8水系64河川

約4年間

（令和3年11月1日 改正法全面施行）

過去最多

約17年間

（平成15年6月11日公布）
（平成16年5月15日施行）

R6年度 9水系 55河川

※水系数は重複分もカウントしているため合計と一致しない
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１．特定都市河川の指定によりできるようになること

①ハード対策の加速化（河川事業・下水道事業等）

②流域開発による雨水流出の増加を抑制

③流域の貯留・浸透機能の向上による流出量の抑制

④貯留機能を持つエリアの保全

⑤水害リスクを踏まえた土地利用

雨水浸透阻害行為の許可

雨水貯留浸透施設の整備

貯留機能保全区域の指定

浸水被害防止区域の指定

保全調整池の指定

２．特定都市河川の指定による支援策

○流域水害対策計画に基づく雨水貯留浸透
施設の整備において、地方公共団体や認
定民間事業者等へ補助金拡充･税制優遇
‣国庫補助率：1/3 → 1/2
‣固定資産税の軽減（３年間）

市町村の条例で定める割合
（1/6～1/2の範囲）

○貯留機能保全区域に指定された土地に係
る固定資産税及び都市計画税を市町村の
条例で定める割合へ軽減（３年間）
（2/3～5/6の範囲）

○浸水被害防止区域に係る制度拡充
‣防災集団移転促進事業
‣災害危険区域等建築物防災改修等事業
‣がけ地近接等危険住宅移転事業 9

特定都市河川について
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【必須】雨水浸透阻害行為の許可

10

特定都市河川について

〔鹿児島県リーフレットより抜粋〕
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宅地
池沼・
水路・
ため池

道路
鉄道
線路

飛行場

コンク
リート
(法面
除く)

コンク
リート
（法面）

ゴルフ場、
運動場類※

締固め
られた
土地

山地
人工
植生
法面

林地・
耕地・
原野類

宅地

池沼・水路・
ため池

道路

鉄道線路

飛行場

コンクリート
(法面除く)

コンクリート
（法面）

ゴルフ場、
運動場類※

令第８条第１号に
該当しない

締固められ
た土地

山地

人工植生法
面

林地・耕地・
原野類

※雨水を排除するための排水施設を伴うものに限る

告示：流出雨水量の最大値を算定する際に用いる土地利用形態ごとの流出係数を定める告示（平成16年国土交通省告示第521号）

行
為
後
の
土
地
利
用

法第30条各号に規定する雨水浸透阻害行為に該当しない

法30条第１号に該当する行為
宅地等にするために行う土地の形質の変更

法30条第２号に該当する行為
土地の舗装

（コンクリート等の不透水性の
材料で土地を覆うこと）

令８条第１号
に該当する行為

令第８条第２号除外規定に
より該当しない

令８条第２号
に該当する行為

告示別表１
（宅地等）

告示別表２
（舗装された土

地）

告示別表３
（土地からの流出雨水量を
増加させるおそれのある
行為に係る土地）

別表５
（別表１～３以外
の土地）

行為前の土地利用

宅地等における行為は

法第30条各号に規定する

雨水浸透阻害行為に該当しない

令第７条第２号

の規定により

舗装された土地

における行為は

許可を要しない

11

雨水浸透阻害行為の許可の要否に係る一覧及びケーススタディ

特定都市河川について

〔解説・特定都市河川浸水被害対策法施行に関するガイドライン〕

-30-



12

特定都市河川について

流域治水対策等の主な支援事業集
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洪水浸水想定区域図の策定・公表について

宮崎県河川課

資料－４
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➣洪水浸水想定区域図
・洪水浸水想定区域図の作成
（市町村へデータの提供）

・各事務所から市町村への説明
・指定の告示、市町村長への通知

➣洪水ハザードマップ（ＨＭ）
・洪水浸水想定区域図の確認
・必要に応じて洪水ＨＭの作成・更新
※R8までは防災・安全交付金（効果促進事業）
による予算的支援が可能。詳細は河川課まで

洪水浸水想定区域図の策定・公表について

浸水想定区域の指定とハザードマップについて浸水想定区域の指定とハザードマップについて

 R3の水防法改正により、洪水予報河川・水位周知河川以外の河川についても洪水浸水想定区域の指定が
義務化されたことを受け、水害リスクの空白域を解消することを目的とし、宮崎県管理の全河川（478
河川）において洪水浸水想定区域図の作成を進めており、R7年度までの策定・公表を目標としている。

 宮崎県では、H27水防法改正に基づき洪水予報河川及び水位周知河川の35河川において、L1及びL2
規模を対象とした洪水浸水想定区域図を作成し、令和元年度までに指定・公表を行ったところ。

これまでの取組状況これまでの取組状況

現在の取組について現在の取組について

水害リスク情報の空白域

大淀川水系（都城・三股地区）

水害リスク情報の空白域

清武川水系（宮崎市）

県作業
（R7d中）

市町村作業
（R8～すみやかに）
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宮崎県河川課

資料－５

流域治水の普及啓発に向けた取組について
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流域治水の普及啓発に向けた取組（１）

大淀川こどもサミット大会(R6.8)

(NPO法人都城大淀川ｻﾐｯﾄとの協働)

流域治水ロゴマークの作成
(宮崎県オリジナル)

流域治水ポロシャツ、ジャケットの作成
(宮崎県オリジナル)

大淀川フェス2024(R6.10)

(NPO法人大淀川流域ﾈｯﾄﾜｰｸとの協働 )

1
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流域治水模型の製作(R6)

（NPO法人大淀川流域ﾈｯﾄﾜｰｸとの協働）

流域治水の普及啓発に向けた取組（２）

報道機関による流域治水取材(R6.12)

（NPO法人大淀川流域ﾈｯﾄﾜｰｸとの協働）
流域治水ツアーの開催(R6.11)

(宮崎県｢橋の日｣実行委員会との協働)

2
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